
役員報酬規程

1.目的

この規程は、NPO法人 Л6K女 性の活力を社会の活力に定款第 22条に基づき、 役
員報酬について、基本事項を定める。

報酬

役員の総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を支払うことができる。

９
“

3.報酬の支払い

役員の報酬は、その金額を通貨で直接役員に支払うものとする。

規定に基づき、役員の報酬から控除すべきものがある場合には、

き報酬の金額から、その金額を控除して支払うものとする。

4.費用弁償

役員が職務のため出張した時は、費用弁償として別途支給する。

附 則 1この規定は、2014年 6月 1日から施行する

ただし、法令または

その役員に支払うベ



NPO法人ЛSK女性の活力を社会の活力に

職員給与規定

第 1章 総則

(適用範囲)

第 1条 NPO法人JKSK女性の活力を社会の活力に (以下法人という)の職員の給料については本規

程の定めるところによる。

(均等待遇)

第 2条 職員の国籍、信条又は社会的身分を理由として差別的取り扱いはしない。

(男女均等待遇)

第3条 職員の男女の性別を理由として給与について差別的取り扱いをしない。

(給与の種類)

第4条 職員の給与の種類は次に掲げるものとする。

((1))基本給

((2))通勤手当

((3))超過勤務手当

((4))休日勤務手当

((5))深夜手当

(給与締切日及び支払日)

第 5条 給与は月の1日 から起算し末日に締切って計算する。

2 給与は毎月翌月25日 に支払う。ただし、支給日が金融機関の休日にあたるときはその前日
に繰上げて支払う。

(非常時払い)

第 6条 前条第 1項の規定に関わらず、次の各号の一に該当する場合には、職員又は遺族の請求が

あれば給与支払日前であっても既往の労働に対する給与を支給する。

((1)職員が死亡し、解雇され、又は退職した場合。

((2)前各号のほか、やむをえない事情があると理事長が認めた場合。

(給与の計算方法)

第 7条 所定の勤務時間の全部又は一部について業務に従事しなかった場合は、その時間に対する

給与は支給しない。

2 昇給した職員の給与は、発令の日から日割り計算による。
3 中途採用された職員及び中途退職者の給与は日割計算による。
(給与の支払方法)

第 8条 給与は通貨で直接職員にその全額を支給する。ただし、法令に別段の定めがあるもの、及

び、職員の過半数を代表するものと書面により協定したものは、これを控除して支給する。な

お、職員の同意を得た場合には、当該職員の指定する銀行等の当該職員の預金口座等への振込み



によることができる。

(給与からの控除)

第 9条 給与からの控除金は次の通りとし、毎月給与支払の際これを控除するものとする。

((1)源泉所得税

((2)住民税

((3)健康保険・介護保険料

((4)厚生年金保険料

((5)雇用保険料

((6)従業員代表との協定又は本人との協定によるもの、賠償保険料等

第 2章 本俸

(給与の形態・本俸月額)

第 10条 職員の給与は月給制とする。
2 職員の本俸月額は、別表 1で定める額とする。ただし、特別の事情により本表によりがた
い場合は、その都度理事長が定める。

(初任給)

第 11条 職員の本俸の初任給は、原則として基本給の 1級を適用する。ただし、前職のあるもの

は能力、技能及び経験を勘案して理事長が決定する。

(昇給)

第 12条 昇給は、現に受けている号を受けるに至ったときから12ヶ月以上勤務したものにつ

き、基本給表の同一等級のその 1級以上上位の号俸に昇給させることができる。

2 昇給は、定期昇給及び臨時昇給とし、勤務成績、技能、功績その他の事項を考課して行

昇給は、原則として毎年 1回とし、毎年 7月 に行う。

昇給は前項の定期昇給の外に臨時あるいは特別に昇給することができる。

昇給は、法人の業績の消長により定期昇給を行わないこともある。

(降給)

第 13条 降給は法人の業績が著しく悪化する等業務上やむをえない場合に行うことができる。
2 降給は個人の勤務成績 0能力が著しく悪化し、その任に耐えられなくなった場合、または
懲戒処分を受けた者等につき、その度合いを勘案して行うことができる。

第 3章 手当

(手当の額等)

第 14条 職員に対し第4条に定める手当を、別表に定める通り支給する。

第4章 改正
(改正)

第 15条 この規定の改正は、職員の代表者の意見を聞いたうえ、法人理事会の議決による。

。
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別表 11基本給表
A(1)常勤職員
(中途採用職員は試用期間終了時に経験能力を加味して等級を事務局長が決める。)

1級  本給 180, 000(円
2級  本給 200, 000(円

3級  本給 220, 000 円

4級  本給 240, 000(円

5級  本給 260, 000(円

6級  本給 280, 000 円

7級1 本給 300, 000(円

8級  本給 320,000(円

9級  本給 340,000 円

10級～ 以下同額
B(2)パー トタイマー時給表
(中途採用職員は試用期間終了時に経験能力を加味して等級を事務局長が決める。 )

1級  本給   950円
2級  本給 1,000円
3級  本給 1,050円
4級  本給 1, 100円
5級  本給 1, 150円
6級  本給 1, 200円
7級  本給  1, 250円
8級  本給  1, 300円
9級  本給・ 1, 350円
10級～ 以下同額



別表2 手当
(1)通勤手当

イ 支給条件
公共交通機関利用

交通費実費額が月額 20,000円 未満の場合実費を支給する。
月額 20,000円 以上の場合 月額 20, 000円 を支給する。
(2)超過勤務手当

1日 の労働時間が法定労働時間を越えた場合、法律の規定に従い超過勤務手当を支給する

(3)休 日勤務手当

休日に勤務した場合、法律の規定に従い休日勤務手当を支給する。

(4)深夜手当

深夜に勤務した場合、法律の規定に従い深夜手当を支給する。



′

書式第 17号 (法第 55条関係)

“

2 3 した

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第

“

条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

法人名
NPO法人 JKSK女性の活力を社会の活

力に
事 業年度 2年 4月 1日 ～ 3年 3月 31日

(1)収益の源泉別の明細

借入金の明細

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

正会員受取会費 187,000円

受取寄付金 258, 254円

相談窓回収入 5,000円

121円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

450,375円

受取利息収入

合 計

金    額」L
l日 入 先

円な し

円

円

円

円

円計ノゝ
ロ

し

(3)そ

132 しています。以下同じです。



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

(2}資産の貸付けに係る料金及び条件等

(3)役務の提供に係る料金及

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

円な し

円

円

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

ら で の の

譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡

年月日

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

の 5

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産 (| )

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

55,000円

10,αЮ円

8,Oα)円

lQO〔Ю円

10,000円

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

51■ 782円 サイ ト保守管理

771,540円 4月 から9月 まで経理業務

343,500円 総会理事会議事録作成他

148,500円 百名山編集費

220,000.円 10月 以降経理業務

ロ



口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 等 )

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

川巴蔵てVノ″ロ 勁 tr



4 寄附者に関する事項 K清附者 (役員、役員の現族等で、当餃法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるものに限る の氏名並びにそ び受傾年月日

5 綸与の総額年に目する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当腋職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

な し 人 円

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し
円

円

円

円

円

|
円

円

円

円

円

‐
|

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

鮨



6 支出した寄附金に る 1出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び
にその実施日]

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

..令和 3
年 3月 2日

アジア女子

大学奨学金
1,000,000円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 1,000,000円

実  施  日 使 途 金   額

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



法人名 MЮ法人∬SK女性の活力を社会の活力に チェック欄

3運営細餞及'礫田国に関して次!=掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等
倒}特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること

ノ

ハ 会Ⅲこついて

…

又は朧自嵐人の螢査を受けていること、ス:劇■嘲■日の日付け、取ヨl鑢
螢及び熙辱1臓lDgH事について■19申告】L組

=準
じて,力」ヽ ていること

二 支出した0餞ω口腱働鶴 らかでないものがあるOω暉■口:●■日
"喘
孝中:ていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人螂 よ 第3表付衰1『役員の状況』から鮨配してくださしヽ

③晨α〕こついて:ム 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記職してください。

ロ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

②引Э

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグ′レープの人数

割 合

④÷③

① ② ③ ④ ⑤

③
2年 4月 1日～ 3年 3月 31

日 13人 0人 0% 0人 0%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

O 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
13人 0人 0% 0人 0%

各社員の表決権が平等である ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

‖しヽ

いいえ

側しヽ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第 7号
‐
(法1第44条 051条058条関係 )

認定基準等チエック表 (第 3表) (初莉

∝菫中Q
・ 認定基準縛チェック表 (第 31口):よ 法第5彙第1項に基づく書類 (役員報酬欄種簿提出書類)の提出時においても調曖及び添
付する必要があります。その颯合、上記日の1配職の必要はありません。

・ 認定の有効醐間D更新の申請に当たつて:ム法第5彙第1項に書づく●類(役員報麟脚園翻日釧■D:=記職した事項について、
添付を省略することができます。

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

Ω_塁当超重EttQ墨壺国堕L」□国睡□菫塁墨趣壼題L2_■目□□ロロ堕墾菫_壼囲■こ≦主主LL_

項
日

【 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申訂馴寺

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

画コ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

l｀』にい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

腫国

いいえ

はい

いいえ

l'』にい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項 目 ③ ⑥ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。□ 有・無 有・無 有。無 有・無 有・無 有。無

第3表 (りOD

∝憲申D
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5彙第1項に基づく書類|(役員報酬規程専提出口題):=記載した事項について、改
めて配職する必要はありません。

エ

〇 コこおいて、噴隧が明らかでないもの」と|よ 法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たりますも なお、意図的にその支出先を

明ら洲こしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできませ:仏

3

項 目 記 載 要 領 注 意 事 項

区分欄の「0～①りの各欄には、実績開1掟期間の各事業

年度 (又は各年)を'調載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、5(効

及び「④りの各欄に該当する人数を転記します。

イの各欄

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みま
‐
九

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

lま 「定款 (又は:舒lの 第O条に『各正会員の劇閃陶よ

平等なものとする」と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、輌④」から「①lについてlム イに記載する各期

間 (l①」から口①り)を示したもので九

① 「会計について公認会計士又園監査
法人の監査を受けている」の「!勲ュ_

.墜…IK:と_l:2!」 :量全1笙:国 1塁i選:重!理!団董と:墨 |

生L≦生
=豊
壼ヒ

② 嘩輛書類の備付け、取引の記録及
び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

した場合笙は、笙旦壺聾
=2:整
誼翌墨

1堕2塗コLl.…董菫菫□LL星壁」」
=翌
⊆≦Lだ豊

レk_

じて行つてセヽる」の「はい」に「o」

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、K)」 から l①」についてlム イに記載する各期

間 (輌③」から

“
①」)を示したもので九



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)
役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名
WO法人 ЛSK女性の活力を社会

の活力に
④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 13人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申ヨ騰
就任・退任

年月日

1棚澤青路

森田敦子

中井恵子

上田員理

上條茉利子

:

i

:

:

|

I

1

|

理事

理事

理事

理事

理事

○

○

○

○

○

卜‐‐

l

|

l

l

|

l

l

l

「

F-----

Rl.5。 14就任

H28.5。 26 就

任

H29.5。 1就任

1・128.5。 26 就

任

H30.5。 29  就

任

R2.6。 17退任

田中悦子 理事

○

R2.6.17就任

藤原恵美

畠山 舞

理事

理事

○

○

越.6.17就任

越。6.17就任

R2.6。 17就任

R2.6.17就任

H30.5。 29 就 |
|

任 閥

“

。17退
|

吉田穂波

宇田川晶子

榎田智子

理事
○

理事

監事

○

○



任

R2.6.17就任

上條茉莉子 R2.6。 17就任

R3.3.24退任

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事
項について、添付を省略することができます。

吉田浩二 監事

○

監事
○



法人名 NPO法人ЛttK女性の活力を社会の活力に

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 詞帳の時期 保存期間

現金出納帳 ノレーズリーフ 随時 7年

総勘定元帳 帳簿 随時 7年

仕分日記帳
会計ソフト(会計到 吏用

ノレーズリーフ
随時 7年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付衰2

(日

'腰

僣D

・ 「伝票又:劇目購名」欄口よ 例えば 臥重振漂」、「出g哺園E』、
…

、日鳳金田自閣員』、属鶴蘭定元綴」などのように配載します。

・ 『ね0颯螂等の形態』椰よ『単願し、町L″ズリーフ」、:議
「

帳簿」などのように配職します。

・ 噺謝り時期」欄は、暉自時」、「毎日』、「―週間ごと」のように記載します.
・ 認定の有効醐間D更新の申請に当たつて:よ 法第5彙第1項に基づく書類 (役員細開輛馴H出書D:こ田載した内容に変更
がないとき:よ 添付を省略することができます。



法人名 MЮ法人JKSK女性の活力を社会の活力に チェッタ相

4 事業活動に関して次i3掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は政治活動時を行つていないこと
口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の議演等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利沼助に係る事業費の額の占める割合が80%以上
であること

二 実捜判定期間における受入寄附金囀顧の70(%以上を特定非営利活動の事業員|に充てていること

′

ロ

④ 〇 ◎ ① ◎ ① 申1講時項 目

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動

有

①
有・ 無 有・ 無 有・ 無 有・ 無 有 。無 有・ 無

有

①
有 。無 有 。無 有 0無 有・ 無 有・ 無 有・ 無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動

特定C耀報解X刺庸者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

有。
①
有 。無 有・ 無 有・ 無 有・ 無 有・ 無 有・ 無

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申需駆キ

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況諄に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報馴又は給与の支給に関して特別σ澤1崎の供

与の有無

有・

⑬
有・無 有・無 有・無 有。無 有・無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産″た・の議漁劇中|こおける・価額に比して著しく過少と

認められる資産の議渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の議渡等に関して特別α湘1溢の供

与の有無

有・

⑬
有。無 有・無 有・無 有・無 有。無 有。無

役員等に対し役員の選にその他当法人の財産の運用及|び事

業の運営に関して特別α凍1騒β戦書の有無

有・

①
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある:者に対する雫椰付の

有無

有・

①
有・無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) (欄

G菫中の
・ 
―

ェック壺 (第4D」 は、成第5彙口1,日■●|づく魯目 gU腑目日目■鵬田闘■Dの口出申
=お
いてもおロ

凛 自日け る●ロポあります。そ●0合、
…

ェック豪 ■4■ ●口鈍 い崚びつ の出●■び潮
"“"Hま

ありま

せん。

・ 曖力0●魏用田0口
"の

中自
=当
たグ0ま 燿第5彙螂1コ 薔ヽづく●■|(■彙輻■ロロ嘲田出日D●ヨロロしたさ項:■つい

て、澤

"寸

を■嗜することができます。



法人名 押0法人メSK女性の活力を社会の活力に チェック相

5 次に掲げる書類について固覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等
口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に腋当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容をm載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程
ホ

ー

の他の資金に関するい啜 Ju“

“

■暉H」賜する事瞑、高‖会に関する事項その他―定の事

項等を1配曖した●嬌

へ 助威C奥慣並びに海外】圏H"明日臓及び贅途菫口こその予定日を記麟した日鳳

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合に1ム 正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※回覧3こ関する細則 側レ嚇周D等があ利
'創
ごよその細則 網メ虜鳳D等を添付してくださセヽ

同  意

しない

イ

① 事業報告書等鱒喋報告書、財産目録t貸借矧確亀 活動計算書、鞭 名簿、韻 のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した:書D
② 役員名簿

③ 定款等|(定款、認証書の写し、1登記事項証明
1書の写D

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 割附金を充当する予定の具体的な事業の内容を謁載した書類

前獲嬌業詢弓菫C沼≧員報日1又:」哺良員濯卜1邦Di支摯舗こi野するガ謝塁

ホ

次の事項を調載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の議渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
・ 収益の生する取引及び費用の生する取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引
・ 役員、社臥 職員若しくは翻附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊
の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附金の額の事業年度申の合計額が
"万
円以上であるものに限る。)の氏名蜘瞬こその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 満外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額胸酬固心懃究こその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第 44条・ 51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 5表)

僣菫中D
・ 認定基準等チェック表第5剰ま、月日薦551巨購1コロ

=基
づく■臓買(gun囀目閣輌櫻轟鴻□出■鵬D(劇腱出時l=1日臓及び添付する必要

があります。

・ 認定の有効期間D更新の申睛に当たっては、1添付の必要はありません。

′

□



書式第 14号 (法第 44条・51条・ 58条‐関係 )

認定基準等チェック表  (第 6、 フ、8表)

法人名 榊〕りたJ縣【i地渤|1雄靭翻こ

認定基準等チェック表 (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

∝磐中m
・ 議事●●彙第1暉

=薔
づく1ロロ(役彙申

…

口)●□出中靴 つては、

一

エツク●

“

6●■t角嗜8ヨD

は、口崚する0■はありませ
`幌

・ 日定●枷
"鰤“"的

●

"嘔
に自たo凛 口燿口串嘲け‐ツク■|“陣壺凛び

"01口"口
目■●ら口はありま

.せん。また、1法培

55彙攘11日

“

くロロ (優員哺

…

に日Eti日●口=‐ てヽ、凛めて口●する●凛
はありません。

6 巨回歴皿互Z菫日日E璽:≡五回壺ヨ匪コヨ園□I□園墨囲□【選墨五匠ヨ因
=II□
Eヨ置詞巨ヨ

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第器条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑥ ◎ ① ◎ ①

有 」曲E 有 無 有 銀 有 鉦 有 銀 有 毎

7法 令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようと る響実がないこと

チェック欄

√

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何ら力て用1溢:を得、又は得ようとした事実

その他公益に反す

注・

―

ェック● Cフω は 日

““

廊 1颯4曰く1日
t'|"「ナこ日凛口田`あります。

回コロE回コ

④

有

“

日ヽ
ヽツ

①⑤ ◎ ① ◎

有 ・ 無

申 請 時

有 ・ 無有 。 無 有 ・ 無有 ・ 無 有 ・ 無

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェッタ欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日



書式第 15号 (法第 44条・ 51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 �O法人Л雛女性の活力を社会の活力に

から3

チェック欄

り

は認定、 ことができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り
た場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前1年内に当麟認定特定非営利活動法人又は当1酸特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

したことにより、若しくは刑法 20嗜条等
口)若

く

しくは暴力行為鋼現哺職熱D罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その中[行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等

餞2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (躍

ハ

ロ

3

5
6 次のも`ずれかに該当する法人
イ 暴力団

′

1 うち、1次のし

認定特定非増

":脂

動法人が認定を取り消された場合又は特顔鵬定特定非営利幡動法人が特夕厠定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当該特観認定特定非者利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から しなυ

禁鋼以上α冽1鵬Jむせ鍼Lそ の執行を1終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から 有。①
5 しなし

特定ブ:者

"1膳

動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有。①

イ

有。①

ロ

ハ

ヽは い ・2 認定又は特例認定を取り消されその政消しの日から5年を経過しない法人

しヽはい。3 してセ

4

耐
犠

国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は い ・

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、

(注 1)その他の事務所がある場舘よ その他α朝籾フ,在の滞納処分に係る1嘲臓醐 1書も添付すること

(注 2)役員報職燿贅擬出割こは添付不要

セヽは い
。”

０ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

6 次のし

イ 暴力団 はい・ ヽ

ロ はい・


